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研究成果の概要（和文）：本研究では、2000年代以降の日本におけるアグリビジネスの地域的展開と、それが農業地域
に与える影響を明らかにすべく、フィールドワークにもとづいた実証分析を行った。まず2000年代以降に顕著となった
「企業の農業参入」を全国レベルで検討し、それが過疎地域の卓越する西日本（中国・四国・九州地方）で多く展開し
ているという事実を明らかにした。その上で、大分県や高知県を事例として、地方自治体による企業誘致の展開や、食
品企業が主導する農産物の「契約生産」の拡大が、どのように農業地域（過疎地域）の振興に結びついているのかを明
らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of my research is to examine the development mechanisms of Japanese 
agribusiness and their contract farming systems in depopulated rural areas. As a result of my field 
research, it is cleared that the local governments and the food processing firms have played very 
important roles in extension of firms' entries into agriculture in Japanese depopulated areas since the 
2000s.

研究分野： 人文地理学
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１．研究開始当初の背景 
 

2000 年代以降、TPP（環太平洋経済連携
協定）が社会問題化したことに象徴される
ように、日本においては農業のグローバル
化が一層進行している。そのような状況下
で、日本政府は「強い農業」や「攻めの農
業」を実現させるべく、農業地域の構造改
革を進めるようになった。例えば、農家数
の減少に伴う耕作放棄地の増加を食い止め
るべく、農政において「多様な担い手の育
成」を進めていることは、一連の農業構造
改革の代表例であるといえよう。そのよう
な担い手対策における切り札とされるのが、
アグリビジネス（食品企業など）を始めと
する「企業の農業参入」である。この「企
業の農業参入」については、すでに 2000
年代以降に、農業経済学や農業経営学の研
究者らが分析を行っており、一定の先行研
究が得られている。しかしながら、いずれ
も企業の経営状況（もしくは採算状況）な
ど経営面の分析が中心になっており、企業
の農業参入が地域経済や地域社会にどのよ
うな影響を与えるのか、といった地域的側
面からの分析はいまだに少ない。特に、ア
グリビジネスが農産物の「契約生産」によ
って産地形成を図る動きは、2000 年代以降
に顕著なものとなっており、そういった新
たな産地形成に対する地域的側面からの分
析が求められよう。そこで研究代表者は、
自らの専門分野である人文地理学（農業地
理学）のアプローチを用いて、「企業の農業
参入」による農業地域への経済的および社
会的な影響を明らかにすることができるも
のと判断し、この研究に取り組むに至った
次第である。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、日本において 2000 年代以

降、どのように「企業の農業参入」が展開
し、それが過疎地域を始めとする日本の農
業地域にいかなる地域的影響を与えたのか
を、地理学的な視点にもとづいて明らかに
することを目的とする。ここでいう地域的
影響とは、主に経済的影響ならびに社会的
影響のことを指す。この課題を明らかにす
ることで、現在まで日本政府が進めている
「企業の農業参入」だけでなく、それに類
似する「農商工連携」や「６次産業化」と
いった一連の農村振興策を成功させるため
に、(1)アグリビジネスなどの企業群がどの
ような役割を果たすべきか、(2)それに対し

て企業の受け入れ側である地方自治体がい
かに対応するべきか、といった提言を的確
に行うことを、本研究の最終的な目標とし
て設定したい。 
 
３．研究の方法 
 
前述の研究目的を明らかにするため、本

研究ではアグリビジネス（食品企業など）
による農産物「契約生産」に着目し、それ
がどのような地域で展開し、農業地域にい
かなる影響を与えたのかを、企業や自治体、
そして農協や農家に対する聞き取り調査に
よって検討を行った。具体的には、(1)農林
水産省に対する資料収集と聞き取り調査、
(2)大分県農林水産部に対する資料収集と
聞き取り調査、(3)高知県三原村役場（高知
県幡多郡三原村）に対する資料収集と聞き
取り調査、(4)高知県三原村農業公社（高知
県幡多郡三原村）に対する資料収集と聞き
取り調査、(5)カゴメ株式会社本社（東京都）
に対する資料収集と聞き取り調査、これら
の各調査を行うことによって研究を遂行し
た。さらに必要に応じて、高知県三原村で
は地元農家に対する聞き取り調査（「地元へ
の企業進出をどのように感じているか」と
いう農家の意識調査）も併せて実施してい
る。いずれの調査においても、本研究の分
析に耐えうる資料や聞き取り結果を得るこ
とができ、それらの調査結果は本研究の
様々な分析に活かされている。なお、聞き
取り調査を進めるに当たっては、農家はい
うまでもなく、企業や自治体に対する調査
においても、個人情報に類すると判断され
る事項についての聞き取りは、法令遵守の
観点から慎重に行った。 
 
４．研究成果 
 
本研究で明らかになったのは、以下の３

点である。(1)日本における「企業の農業参
入」は、過疎地域の卓越する中国・四国・
九州地方において多く展開している。これ
は、自治体が地域振興のため企業誘致を進
めるケースが多いことが一因になっている
と考えられる。ただし、中国・四国地方で
は自治体による企業誘致が多いものの、九
州地方では自治体の誘致に加えて、企業サ
イドが九州地方の「産地イメージ」に付加
価値を認識しており、そのことが参入の多
さにつながっていることが判明した。すな
わち、西日本のなかでも「企業の農業参入」
の背景に少なからぬ地域的差異があるとい



える。(2)「企業の農業参入」が盛んな大分
県を事例に、企業が農業参入するメカニズ
ムを分析した結果、地方自治体による積極
的な誘致活動が、県内外から多くの企業を
地元に定着させていたことが判明した。特
に大分県では、県外からの大企業の参入が
目立つが、これは大分県が県外企業の誘致
を優先的に進めてきたことになる。なぜな
ら、地元企業が農業参入するケースでは、
従来からの社員をそのまま雇うのに対し、
県外企業が農業に参入するケースでは、新
たに地元で農業従事者を雇う必要がある。
よって、「企業の農業参入」では、地元企業
よりもむしろ県外企業の方が新規雇用を生
み出しやすく、そのような雇用創出効果を
狙って、大分県が戦略的に企業誘致を進め
ていたことが明らかになった。(3)過疎地域
において企業が地域に与える影響を明らか
にすべく、高知県三原村におけるカゴメ株
式会社の進出を取り上げて、地域的視点か
ら分析を行った。その結果、2003 年にカゴ
メが三原村に進出し、生鮮トマトの「契約
生産」を進めたことで、三原村では農業生
産額の増加や、農業雇用者の増加といった
地域的効果が生まれたことが判明した。こ
のことから、食品企業による地域農業への
参入が、地域振興に一定の役割を果たすこ
とが明らかになったといえる。 
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